
消費者志向経営に関する連絡会

シェアリングエコノミーが描く

新たなビジネス・地域・社会モデルの可能性とは
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「シェア」こそこれからの

豊かさのキーワード
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自己紹介
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シェアリングエコノミー
とは？
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シェアリングとは人と人、企業が、スキル・モノ・場所などのあらゆる資産の共同所有、売
買、貸借り等を行う「経済的機能」と地域のつながりを生み出し、新しいコミュニティを創

造する「社会的機能」をもつ概念。

シェアリングエコノミーとは？

5



個人等が保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含む。）をインターネ
ット上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経済活性化活動

（シェアリングエコノミー検討会議中間報告書）

シェアリングエコノミーとは？

（引用）デジタル
庁
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シェアリングエコノミーとは？

8



荷物のシェア ライドシェア 一次産業の人材シェア 学びのシェア

キャンプ用品のシェア 洋服のシェア 空のシェア カーシェア

シェアリングエコノミーとは？
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シェアリングエコノミーとは
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シェアリングエコノミーとは
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生活の充実度や幸福度向上・個人のいきがい、つながりやコミュニティを創出する

シェアリングエコノミーとは
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シェアリングエコノミーとは

従来のビジネス シェアリングエコノミー

顧客関係
生産者と消費者が
分かれている

生産者と消費者の境界線が
あいまい

提供価値 標準を意識 個別に特色

利用価値 所有 共有

付加価値 新しいものを生産 既製品・遊休資産に付加価値

購買動機 価格・品質 つながり・社会意義

購買基準 価格・品質・安全性 信頼

シェアリングエコノミーは、「つくらない・捨てない」まま付加価値を生む。

企業も人材のシェア、オフィスのシェア化などサステナブルな経営に変化
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シェアリングエコノミーとは
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使われていないモノやスキル
、遊休資産の活用による

経済効果と新しい産業・雇用
の創出

大量生産・大量消費に代わる
「つくらない・捨てない」

消費文化  

個人間のシェアリング普及を通
じたつながり・たすけあい・共

助モデルの創出に寄与

ALL世代 
自分の得意やスキルを活か
し、多様な選択肢が持てる

シェアリングエコノミーの社会意義
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シェアで「働き方」が変わる
シェアで「住む・暮らし」が変わる
シェアで「旅のスタイル」が変わる
シェアで「家族・子育て」が変わる

シェアで「老後」が変わる
シェアで「教育」が変わる
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これまで これから

収入 ひとつの会社 複数の会社・個人・地域

人間関係 会社の同僚・顧客 全国の企業・人

働く場所 毎日同じ 自分で選ぶ

交換価値 業務スキル 経験、得意、趣味、資産

対価 日本円 +地域通貨 ・贈与

働き方の変化

©︎AnjuIshiyama
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サテライトオフィス

コワーキングスペースの普及
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企業が新しい働き方を推進するメリット
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固定化された職場環境から
自分で選択できる環境を
つくることで自分に合った
仕事環境を選ぶことができる

変化の激しい時代だからこそ
都市部一極集中から

地方に多極分散することで
リスクを分散する

セレンディピティ（偶発的な）
出会いを生む環境を作ることで
ビジネスチャンスにつながる
出会いやアイデアが見つかる

地方にいる優秀な人材を
採用できることや

地方に戻りたい社員の
離職防止につながる
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シェアで「住む・暮らし」が変わる

家をシェアすることで
「ただいま」と言える居場所ができていく

これまで これから

住む家 ひとつ 複数

住む場所 会社の近く 全国・世界どこでも

住む人 ひとり or 家族 + 趣味 or コミュニティ

暮らし方 買う or 賃貸 +共有する

家の支出 固定費 変動費
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新しい暮らし x  

空き家問題の解決

新しい子育て x  

地方創生
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シェアで「子育て」が変わる

これまで これから

家族 核家族 拡張家族

費用 買う 借りる・譲る

担い手 親 コミュニティ・地域

子育ての負担はシェアして解決する 
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新たな家事の形 x  

シニアワークの創出

子育てシェア x  

共助の再構築
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シェアで「老後」が変わる

無縁社会・介護の人手不足は
シェアで解決できる
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これまで これから

社会前提 成長 リスクと共存

資源前提 無限・集中 有限・分散

価値基準 所有 シェア

帰属意識 より大きなものに依存 より小さなものに依存

行動動機 利己的 利他的

個人資産 お金 つながり

豊かさの変化
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出展：（総務省）

https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/about/index.html

「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、

地域と多様に関わる人々を指す言葉

人口をシェアする「関係人口」新たなマーケット
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山形西川町

デジタル住民票x関係人口の創出

新潟県旧山古志村

NFTアートの販売x関係人口の創出
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デュアルスクールとは、地方と都市の2つの学
校の行き来を容易にし、双方で教育を受けるこ

とができる新しい学校のかたち。

現行の学校教育制度では、2つの学校に籍を置くこと
は認められていない。「区域外就学制度」を活用す

ることによって、都市部に住民票を置いたまま、保

護者の短期居住（数週間程度）にあわせて本県の学

校に学籍を異動させています。また、1年間に複数回
の行き来も可能。学籍を異動させているので、受入

学校での就学期間も、出席日数として認められる。

徳島県デュアルスクールとは
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デジタルノマドの潮流

マレーシア
• 外国企業に勤めるリモートワーカー、もしくは個人で仕
事を請け負うフリーランスが対象。期間は初めに1年、延
長すれば最大2年滞在可。配偶者や子供も共に滞在可能。

• 仕事の専門がIT
• マレーシア国外からの雇用契約あるいは外注の請負が3ヶ
月以上

• 年収が24,000$以上（1$=150円換算で約360万円）

ポルトガル
• 2022年10月より「デジタルノマドビザ」の発行
• ポルトガル最低賃金の4倍の月給があること（最低2,820€、
1€=140円の場合、約40万円）

• 最長1年間滞在できるショートステイ型
• 最大5年間の更新が可能な一時滞在型。

ノマドビザとはノマドワーカーとして働きながら

海外で長期滞在できるビザのこと（世界で3500万人！）
（タイ・マレーシア・オランダ・ドイツ・フランス・ポルトガル・ドバイ・メキシコ等）
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Copyright (c) Sharing Economy Association, Japan all rights reserved.
0

1

地域の新たな観光・移住の選択肢に

全国初・首長の自宅に泊まれる・民泊。行政職員の「副業民泊」も始動。

北海道 NEWS WEB
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https://www3.nhk.or.jp/sapporo-news/
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シェアリングエコノミーにつ

いて

0

1

シェアリングによる共助の防災

避難・宿泊・休憩スペース、バッテリー、医療・家屋

修繕等の 専門スキル、フードトラックなど、防災・

復興の現場で不足し ている様々なリソースを補うシ

ェアリングエコノミープラット フォームの活用。
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都市集中型 地方分散型

主体地域 都市 ローカル

社会モデル 拡大・成長 持続可能な

経済モデル 生産と消費 共有と循環

管理主体 中央管理 自立分散（DAO）

幸福指標 GDP ウェルビーイング

都市集中型から地方分散型へ

page 02
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これまで これから

主体者 地域住民 ごちゃまぜ

地域の定義 クローズド オープン

重要指標 移住人口 関係人口

情報共有 アナログ デジタル

地域の魅力 観光の魅力 日常の魅力

地域の発信 モノが起点 人が起点

NEW LOCAL

page 02
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シェアリングエコノミーについて

近代におけるまちづくりは行政と企業が主導、市民は「サービスを利用するお客様」だった。

シェアリングは新たな市民参画・共助のかたちをつくる。

企業

行政

 市民
サービス、飲食店、
エンターテイメント

公園、公道、公共施設

住居商業施設

公共施設

市民のアセット（スキル・住居・モノ・
時間）をシェア

例
・民泊による観光客との交流
・子育て・介護のシェア
・遊休資産の共有
・災害時のたすけあい
・ペットの散歩・預かりあい
・シェアハウス  

利点
・インセンティブ
・デジタルな信用
・必要としている人と
持っている人の可視化

市民がつくるまちづくりとは
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「シェア」こそこれからの

豊かさのキーワード
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消費者庁との連携
シェアリングエコノミーに係る啓発用パンフレット(改訂版)

「あんぜん・あんしんシェアリングエコノミー利用ガイドブック」(2021年10月発行
)
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https://www.caa.go.jp/policies/future/project/project_009/
https://www.caa.go.jp/policies/future/project/project_009/


提言
◯消費者概念の見直しに関する検討
CtoC取引では、受け手たる個人だけでなく、提供者たる個人も保護すべき対象と考えます。
業界の取り組みだけでなく、消費者法制における「消費者」の射程や保護のあり方についても
検討が必要と思われます。

◯消費者保護観点からの政府横断的な検討
消費者保護の取組みとして、エスクロー決済を導入している事業者が多く、また
PF事業者間での規約違反者に関する情報共有の仕組みを検討する事業者もいます。
当協会もこうした施策は消費者（ゲスト・ホスト）保護の観点から有用と考えていますが
情報共有については、個人情報保護法上の制約により検討がスムーズに進捗していません。
また、エスクロー決済については、現在、資金決済制度の改正が検討されており、
導入が難しくなるもしれない懸念も生じています。

消費者保護の取組みとしてシェアエコ事業者が創意工夫して行っている取組みが、
過度な法規制によって阻害されることがないよう、各省横断的にご検討いただけますと幸いです。
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